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　　　大規模災害発生時における対処能力の強化について（通達） 

　大規模災害発生時には、災害の種別、規模等に応じて都道府県警察本部、警察署等に

所要の規模の災害警備本部等が設置され、当該災害警備本部等の種別に応じ、都道府県

警察本部長、警察署長等（以下「警備本部長」という。）が災害警備活動の指揮に当た

るほか、広域緊急援助隊及び緊急災害警備隊（以下「広緊隊等」）が被災地に派遣され

ることとなる。効果的に災害警備活動を実施するためには、被災状況を可能な限り正確

に把握した上で、対処能力を有する適切な部隊を投入することが必要である。そこで、

各都道府県警察における対処能力の向上を図るため、下記のとおり、被災地における災

害警備活動の強化を図ることとしたので、遺憾のないようにされたい。 

 

記 

 

１ 現地指揮所の設営 

　大規模災害発生時には、被災地を管轄する警察署が交通規制、問合せの対応で忙殺

されていたり、部隊活動を要する場所から遠距離に位置していたりするなどにより、

警察署が現地指揮所足り得ない可能性があることから、警備本部長は、必要に応じ警

察署以外の場所への新たな現地指揮所の設営を遅滞なく判断し、同所において所要の

措置を講じること。 

 

２ 指揮支援班の派遣 

　警備本部長は、効果的な部隊投入の決定等に資するため、下記の任務を行わせるべ

く、必要に応じ現地指揮所ごとに指揮支援班を派遣すること。 



 (1) 被災情報の収集・分析 

　被災地における救出・救助活動等に資するため、被災状況、道路状況等部隊活動

に必要な情報を収集・分析すること。 

 (2) 部隊の選定及び部隊活動計画の策定 

　指揮支援班は、(1)を踏まえ、部隊装備・技術等を勘案しながら部隊を選定し、部

隊活動計画を策定すること。またその際は(4)の関係機関との連携・調整について留

意すること。 

 (3) 部隊活動の報告・記録 

　警備本部長が最新の被災情報、部隊活動等を把握し続けることが被災地警察と警

察庁、都道府県及び市町村との連携に重要であることから、指揮支援班は、警備本

部長に対する迅速な報告を徹底するとともに確実な記録化に努めること。 

 (4) 関係機関との連携・調整 

　大規模災害発生時には、警察のみならず各種機関が災害警備活動に当たることと

なる。その際は、県、市等様々なレベルで関係機関同士の連携・調整が図られるこ

ととなるところ、指揮支援班においては、被災現場の直近で活動するという特殊性

を踏まえ、被災情報、部隊の配置場所等に関し、消防、自衛隊等と必要な連携・調

整に努めること。 

 

３ 指揮支援班の派遣に関する留意事項 

 (1) 指揮支援班の人選 

　 ア　指揮支援班の班長の人選 

　指揮支援班の班長は、警備本部長の命により、指揮支援班の運用はもとより、

広緊隊等に対する適切な支援、関係機関との活動調整等を行うことが求められる。

そこで、警備本部長は、原則警視以上の階級であって、災害に関する知見や指揮

能力等を有する者を班長として被災地警察から人選すること。 

　 イ　指揮支援班の班員の人選 

　指揮支援班の班員は、班長とともに現地指揮に専従する必要があること、班長

の指揮を待つことなく自ら判断・指示する可能性があること等から、警備本部長

は、 

〇　被災現場で救出救助活動等に当たる部隊の幹部又は隊員を派遣しない 

〇　できる限り多く警部以上の警察官を派遣する 

などを考慮し、班員として適切な能力を有する者を被災地警察から人選すること。 

 (2) 指揮支援班の要員に関する協議 

　被災地警察が十分な人数の指揮支援班を派遣できない可能性があることから、被



災地を管轄する管区警察局（被災地警察が警視庁又は北海道警察であった場合には

警察庁）は、広緊隊等の派遣に関し必要な調整を行うに当たって、自管区警察局、

他管区警察局、北海道警察又は警視庁から指揮支援班の要員を派遣する必要性につ

いても被災地警察と協議すること。 

 

４ 被災情報の収集に関する留意事項 

　大規模災害においては、災害の規模感を早期に把握することが重要である。そこで、

警備本部長は、指揮支援班を通じた被災情報の収集に加えて、個別の部隊活動に必要

な情報収集とは別に災害警備本部等から直轄の情報班を被災現場に派遣する、派遣が

適切でない場合には同情報班をかかる情報の集約に専従させるなど、早期に全体像を

把握するための能動的な情報収集に努めること。 

５ 備考 

 (1) 規程等の整備 

　都道府県警察は、必要に応じ、本通達に係る事項を具体化するため、災害警備計

画等を整備すること。 

 (2) 指揮支援班の編成 

　警備本部長は、広緊隊等からの要員を含め、別紙を基準に各都道府県警察の実情

に応じて指揮支援班を編成すること。 

 (3) 指揮支援要員の教養訓練 

　都道府県警察は、指揮支援班として派遣する可能性のある者に対し、２に関する

教養訓練を行うこと。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 　

 

 

 

 

 



別　紙 

指揮支援班編成基準 

 

班編成 主な任務

班 長 指揮支援班の指揮に当たること

情 報 収 集 班 被災状況、道路状況等部隊活動に必要な情報の収集及び分析に当

たること

計 画 策 定 班 部隊の選定及び部隊活動計画の策定に当たること

報 告 ・ 記 録 班 被災状況及び部隊活動の報告・記録に当たること

調 整 班 関係機関との連携調整に当たること

 

　 


